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公共工事における入札契約の流れ
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総合点数に応じ、有資格者の

等級別登録（ランク制）

（有資格者名簿の作成）

競争参加資格審査経営事項審査

公共工事の競争入札に参加しようとする建設業者

（資格審査申請＝２年に１度）（経営事項審査申請＝決算期毎に申請）

公共工事の発注者（国土交通省）

客観的事項の審査
⇒経営事項評価点数(客観点数)

主観的事項の審査(工事成績等)
⇒技術評価点数(主観点数)

許可をした国土交通大臣又は都道府県知事

利用

＋

∥
総合点数

技術評価点数について

前年１０月１日までの４年間における希望工
事種別毎の直轄工事における工事実績から
算定

※客観点と主観点の最高点の比率は５：５

＝工事規模×工事成績×工事難易度
×ＶＥ評価点数×部局係数

工事規模：契約金額/１００万円
工事成績：工事成績評定点－６５

国土交通省における等級区分（格付）について



経営事項審査

完成工事高（Ｘ1）及び技術力（Ｚ）を許可業種別に審査し、業種別に総合評定値（Ｐ）を算出
それぞれの審査項目は、平均７００点となるよう設定

審査項目 最高点／最低点 ウェイト

Ｘ1 完成工事高（許可業種別）
最高点：2,565点
最低点：569点

０．３５

Ｘ2
自己資本額
職員数

最高点：954点
最低点：118点

０．１０

経営状況 Ｙ

①収益性
②流動性
③安定性
④健全性

最高点：1,430点
最低点：0点 ０．２０

技術力 Ｚ 技術職員数（許可業種別）
最高点：2,402点
最低点：590点

０．２０

その他の審査項目
（社会性等） Ｗ

①労働福祉の状況
②工事の安全成績
③営業年数
④建設業経理事務士の数

最高点：967点
最低点：0点 ０．１５

総合評定値 Ｐ 0.35Ｘ1＋0.10Ｘ2＋0.20Ｙ＋0.20Ｚ＋0.15Ｗ
最高点：1905点
最低点：329点

項目区分

経営規模

経営状況（Ｙ）

①収益性：売上高営業利益率・総資本経常利益率・キャッシュ・フロー対売上高比率

②流動性：必要運転資金月商倍率・立替工事高比率・受取勘定月商倍率

③安全性：自己資本比率・有利子負債月商倍率・純支払利息比率

④健全性：自己資本対固定資産比率・長期固定適合比率・付加価値対固定資産比率



競争参加資格審査（国土交通省直轄工事の場合）

２年に１回定期の一般競争資格審査を実施

審
査
の
前
年
の
１
２
月
〜

１
月
に
資
格
審
査
申
請

直前の経営事項審査総合
評定値（Ｐ）（＝経営事項評
価点数）

前年の１０月１日の前日ま
での４年間における希望工
事種別ごとの工事成績から
技術評価点数を算出

総
合
点
数
（
経
営
事
項
評

価
点
数
＋
技
術
評
価
点

数
）
を
算
出

工
事
種
別
に
等
級
別
登
録

（
格
付
け
）
し
、
有
資
格
者

名
簿
を
作
成

工
事
の
種
類
毎
の
予
定
価

格
の
金
額
に
応
じ
た
区
分

（
発
注
標
準
）
応
じ
て
競
争

入
札
参
加

⑤

⑤

【国土交通省直轄工事における例】

工事種別 等級 契約予定金額

Ａ ７億２千万以上

Ｂ ３億以上　７億２千万未満

Ｃ ６千万以上　３億未満

Ｄ ６千万未満

一般土木工事

平成１５・１６年度発注標準関係（全地整・一般土木工事）

【国土交通省直轄工事における例】

工事種別 等級 総合点数

Ａ 2,174～

Ｂ 1,671～2,173

Ｃ 966～1,670

Ｄ ～965

一般土木工事

平成１５・１６年度工事種別等級（関東・一般土木工事）

「経営事項評価点数」：「技術評価点数」＝５：５ 一般競争は経営事項評価点数１２００点以上が要件

なお、地方公共団体等では、経営事項評価点数のみを利用している発注者の他、技術評価点数のウェートを低く設
定する発注者が多い。



国土交通省における一般土木発注標準と入札方式（Ｈ１６年度）

公募型指名競争入札

工事希望型指名競争入札

通常指名競争入札

施工実績等の条件を付して公募し、応募のあった企
業について技術資料等に基づき指名

概ね２０者程度選択し技術資料の提出を求め、当該
資料等に基づき指名

指名競争参加資格名簿の中から概ね１０者程度指名

詳細条件審査型
一般競争入札

施工実績に加え、工事成績等
の条件を付して公募し、条件
を満足する企業は全て指名

一般競争入札 （経営事項評価点数＋施工実績）Ａﾗﾝｸ

Ｂﾗﾝｸ

Ｃﾗﾝｸ

Ｄﾗﾝｸ

予定価格７.２億円以上

予定価格３億円以上

予定価格０.６億円以上

予定価格７．３億円以上

予定価格２億円以上

予定価格１億円以上

入札に参加できる
企業規模（ランク）

工事規模ごとの
入札方式

※国土交通省では、企業の経営力等に応じて入札に参加できる工事の規模を決定
一般土木では、企業はＡ～Ｄの４ランクに分類

ランクに関わらず、経営力（経審１２００点以上）
を有し、工事実績を有していれば参加可能



都道府県・政令市における主観点の評価項目

主観点数には、さまざまな評価項目があるが、工事成績、ＩＳＯ、工事実績、指名停止
状況について評価項目としている団体が多い。このほか、障害者雇用や防災協力等の
社会的・地域的貢献を評価している団体もある。

（工事実績に関する項目）

16 団体
7 団体

（工事成績に関する項目）

51 団体
19 団体

（事業者の能力に関する項目)

42 団体

施工管理技士等の技
術者数

16 団体

団体

優良表彰の受賞歴
工事成績

ＩＳＯ９０００Ｓ（品質)の
取得状況

公共工事の受注実績
民間工事の受注実績
ＶＥ又は難易度の高い
工事の実績

2

（その他の項目）

16 団体

県債権の滞納状況 3 団体
建退共の履行状況 2 団体
建設機械の保有状況 2 団体
建設業従事職員数 2 団体
労働法令等違反 1 団体

1 団体
1 団体厚生年金基金への加入

39 団体

建設業団体加入の有無

指名停止・営業停止等
の経歴

防災行政への協力等
の社会貢献

6 団体

障害者雇用の状況

ＩＳＯ１４０００Ｓ（環境）
の取得状況

14 団体

※ １６年３月現在 国土交通省調べ
都道府県・政令市が採用している評価項目について、採用団体数を集計
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優先指名の事例

指名においても、成績優秀企業や、障害者雇用等の社会的な貢献をしてい
る企業を優先指名することとしている発注者もある。

指名においても、成績優秀企業や、障害者雇用等の社会的な貢献をしてい
る企業を優先指名することとしている発注者もある。

成績優秀企業成績優秀企業

障害者雇用企業障害者雇用企業

災害ボランティア等の地域貢献参加企業災害ボランティア等の地域貢献参加企業

○ 愛媛県
○ 平成１６年１０月より、「災害ボランティアとして参加した業者」「大規模災害時の応
急対策に従事した業者」に対し、優先指名を実施している

○ 名古屋市
○ 障害者雇用率が法定（1.8％)の２倍（3.6％）を達成している業者を認定し、すべて
（工事・業務・物品を問わず）の指名競争入札において優先指名している。

○ 東京都
○ 工事成績が優良だとして表彰を受けた企業について、表彰後１年間、優先指名を
実施している。



条件付一般競争入札及び指名競争入札において
競争参加者を成績優秀業者に限定している事例

群馬県の事例群馬県の事例 横浜市の事例横浜市の事例

○ 条件付一般競争入札

１．事業名 都市計画道路環状４号線

（下飯田地区）街路整備工事（その２）

２．工事概要 土工（切土工15,957立方㍍
盛土工4,704立方㍍）等

３．参加条件（入札参加資格）

平成１６年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部

門に登載されている者、又は平成１５年１月１日から

平成１６年１２月３１日までの間に通知された土木に

係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱規程第９

条に基づく工事完成検査結果通知書（当該期間内に

２件以上の通知を受けた場合は、通知された月が最

新月のものを対象とする。また、同一月に２件以上の

通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）

の評定点が８０点以上の者であること。

○ 工事成績優良業者限定指名競争入札
（試行）

１．事業名 道路改良（円滑）事業

２．工事概要 道路改良工事Ｌ＝６０ｍ等

３．指名条件 次の各号に掲げる要件を

すべて満たす者とする。

(1) 過去２年間（平成１４・１５年度）に
部長表彰以上を受賞した業者。

(2) 平成１５・１６年度建設工事入札参
加資格審査で適格と認められ、土

木一式工事の級別格付けがＢ等

級以上であること。

(3) 原則として、当該工事を発注する
土木事務所管内に営業の本店を

置く建設業者であること。



都道府県・政令市における選抜入札方式の導入状況

公共工事の入札において、配置予定技術者の確認や会社更生法等の経営状況や本
店支店の所在地といった通常求める入札条件の他に、工事成績の平均点数やＩＳＯの
取得といった項目を満たす者を評価し、選抜して行う入札方式

選抜事例
指名競争入札における
評価団体数

公募型指名競争又は制
限付一般競争入札にお
ける評価団体数

選抜事例
指名競争入札における
評価団体数

公募型指名競争又は制
限付一般競争入札にお
ける評価団体数

過去○年間の全ての工事
成績の平均が○○点以上
の業者を指名あるいは参
加条件とする

０団体 ２団体
ＩＳＯ９００１を認証取得して
いる業者を限定して指名
あるいは参加条件とする

１団体 ８団体

過去○年間の同種工事の
みの工事成績の平均が○
○点以上の業者を指名あ
るいは参加条件とする

２団体 ３団体

ＩＳＯ１４００１を認証取得し
ている業者を限定して指
名あるいは参加条件とす
る

０団体 １団体

前回の優良工事表彰業者
だけを指名あるいは参加
条件とする

２団体 ２団体

災害が起こった場合の協
力体制を締結している業
者を限定して指名あるい
は参加条件とする

０団体 １団体

その工事の施工に必要な
建設機械を保有している
業者を限定して指名ある
いは参加条件とする

３団体 ０団体 その他 １団体 ０団体

※その他の事例 ・地方公共団体が認定するエコ事業者

※ １７年５月現在 国土交通省調べ



技術提案による競争の促進
１．ＶＥ方式

ｲ) 設計ＶＥ： 設計時に、ＶＥ検討組織を発注者又はＶＥ検討業務委託先（建設コンサルタント）に設置し、ＶＥ検討組

織が提出した基本設計あるいは詳細設計に対しての代替案について、発注者内部に設置したＶＥ審査会が

検討を行い、ＶＥ提案が採用された場合にはその提案を基に設計・積算を行う方式。（工事発注について

は通常の入札による。）

ﾛ) 入札時ＶＥ： 工事の入札時に入札参加者の技術提案を受付け、技術提案が発注者の事前審査で承認された場合、当該

提案を行った入札参加者はその技術提案を基に入札することができる方式。（発注者が行う予定価格の

積算等には反映されない。）

ﾊ) 契約後ＶＥ： 工事の契約後に受注者からの技術提案を受付け、採用された場合、当該提案に従って設計図書を変更し、

受注者には縮減額の一部を支払う方式。

２．設計・施工一括発注方式

施工方法が複数ある場合、設備工事等で設計と製造・施工が密接不可分な場合等において、最良の設計・工法の採用を可

能とすること等の観点から、通常分離して発注している設計・施工を一括して発注するもの。概略の仕様に基づき設計案

を受け付け、審査の上、入札参加者が各自の技術提案に基づき入札し、価格競争又は総合評価により落札決定を行う方式。

３．総合評価落札方式

会計法第２９条の６第２項・予決令第９１条第２項に基づき、財務大臣との協議により、価格その他の条件
※
が国にとっ

て最も有利なものをもって申し込みをした者を落札者とする方法。

※ 価格その他の条件：工期、機能、安全性などの価格以外の要素

計画計画 設計設計 積算積算 入札入札 契約契約 施工施工

ｲ) 設計ＶＥ ﾛ) 入札時ＶＥ ﾊ) 契約後ＶＥ



年度 9 10 11 12 13 14 15

総合評価落札方式 － － 2 5 34 472 617

18 19 74 491 689

(2) (5) (34) (472) (617)

契約後VE（対象工事件数） 101 134 282 320 1638 2081 2272

設計・施工一括発注方式 2 1 1 4 14 15 19

マネジメント技術活用方式 － － － 1 5 6 3

　 ※１　（　）内の数字は、総合評価落札方式の案件

※２　平成１２年度以前は旧建設省の数値を記載

入札時VE（対象工事件数）※１ 35 17

国土交通省における多様な入札契約方式（実施件数の推移）



総合評価落札方式

工期、機能、安全性などの価格以外の要素と価格とを総合的に評価
して落札者を決定する方式。

【【実施事例実施事例】】

◆◆適用工事：適用工事： 橋梁撤去工事橋梁撤去工事

◆評価項目：◆評価項目： 通行止による社会的損失を低減するため、通行止による社会的損失を低減するため、
通行止短縮時間と入札価格を総合的に評価通行止短縮時間と入札価格を総合的に評価。。

【【評価値＝（評価値＝（9090点＋点＋通行止時間短縮時間通行止時間短縮時間**1.431.43点）／入札価点）／入札価

格格】】

平成１４年度： 全発注金額の２割を目標として実施

⇒ ４５０件、約３，３００億円（２０．３％）で試行

平成１５年度： 全発注金額の２割以上を目標に実施

基
礎
点
＋
加
算
点
数

×
×

入札価格



総合評価の評価事例（国交省）総合評価の評価事例（国交省）
大分類 小分類 具体例

ライフサイクルコスト 維持管理費 消費エネルギー（電力、燃料）をどのように低減させるか

初期性能の持続性 供用後の路面の轍掘れを如何に抑制するか

騒音低減 供用後の走行騒音を何ｄＢ低下できるか

耐久性
鉄筋の腐食を防止するため、コンクリートのひび割れを如何に抑制す
るか

安定性
走行車両の安定性を保つため、床版コンクリートの平坦性をどのよう
に向上させるか

騒音 工事中の工事騒音を何ｄＢ低下できるか

振動 工事中の工事振動を少なくするためにどのような対策をとるか

粉塵 工事用車両の走行による粉塵をどのように抑制するか

水質汚濁 濁水のｐＨ値を如何にして下げる（上げる）か

大気汚染 ＮＯｘ・ＳＯｘ等の排ガスをどのように抑制するか

生活環境 近隣住民とのコミュニケーションをどのように図るか

生態系 貴重動植物の生息地の改変面積を如何に少なくするか

規制時間 工事に伴う交通規制時間の短縮効果

交通ネットワークの確保 車線規制・迂回路使用の日数短縮効果

特別な安全対策 安全対策の良否 一般車両・歩行者の安全をどのように確保するか

省資源対策 現地発生材を如何に有効活用するか

リサイクルの良否 解体コンクリートを如何に再利用するか

その他 その他

省資源対策又は

リサイクル

交通の確保

環境の維持

性能・機能



公共工事の品質確保の促進に関する法律の概要

目 的

公共工事の品質確保に関し、基本理念を定め、国等の責務を明らかにするとともに、公共工事の品質確保の
促進に関する基本的事項を定めることにより、公共工事の品質確保を促進。

基本理念

○ 公共工事の品質は、
① 社会資本を整備するという公共工事の社会経済上の重要な意義にかんがみ、現在・将来の国民のため、
国、地方公共団体、発注者、受注者がそれぞれの役割を果たすことにより、
② 建設工事の特性（目的物が使用されて初めてその品質を確認できること、その品質は受注者の技術的能力
に負うところが大きいこと等）にかんがみ、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、
価格と品質が総合的に優れた内容の契約がなされることにより、
③ 工事の効率性、安全性、環境への配慮等が品質を確保する上で重要な意義を有することにかんがみ、
より適切な技術又は工夫により、

確保。

○ 公共工事の品質確保に当たっては、
①受注者としての適格性を有しない建設業者の排除など入札・契約の適正化、②民間事業者の能力の活用、
③請負契約の当事者の対等な立場での合意による公正な契約の締結、その誠実な履行、④公共工事に関する
調査・設計の品質確保に配慮。

発注者の責務

○ 発注者は、発注関係事務（仕様書・設計書の作成、予定価格の作成、入札・契約方法の選択、契約の相手方の
決定、工事の監督、工事中・完成後の確認・評価等）を適切に実施。

○ 発注者は、施工状況の評価等の資料が有効に活用されるよう保存。また、必要な職員の配置等に努力。



政府等の取組み

品質を確保するための発注手続

発注者の支援

施行日等

○ 政府は、公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本方針を策定。
関係省庁、地方公共団体等は、基本方針に基づき必要な措置を実施するよう努力。
○ 政府は、関係行政機関による協力体制の整備等を措置。

○ 発注者は、競争参加者の技術的能力（工事の経験、施工状況の評価、配置予定技術者の経験等）を審査。
○ 発注者は、競争参加者から技術提案を求めるよう努力し（工事の内容からみて必要がない場合は除外）、
中立・公正な審査・評価が行われるよう必要な措置を講じて、これを適切に審査・評価。提案内容によっては
公共工事を確実に実施できないと認めるときは、その提案を不採用とすることが可能。
この際、評価方法等に関する情報を公表。

○ 発注者は、技術提案についての改善を求め、又は改善を提案する機会を与えることが可能。
その過程の概要は公表。

○ 発注者は、高度な技術等を含む技術提案を求めたときは、技術提案の審査後に予定価格を定めることが可能。
この際、学識経験者の意見を聴取。

○ 発注者は、自ら発注関係事務を適切に実施することが困難であるときは、他の地方公共団体その他の者の
能力を活用するよう努力。その際、知識・経験、法令順守・秘密保持等の条件を備えた者を選定するとともに、
選定した者が行う発注関係事務の公正性を確保するため必要な措置。
○ 国・都道府県は、発注関係事務を適切に実施することができる者の育成等に努力。

○ 平成１７年４月１日から施行。
○ 政府は、施行後３年経過の場合、本法の施行状況等について検討し、必要があると認めるときは、
検討結果に基づいて所要の措置。



都道府県・政令市における技術提案型の総合評価方式の導入状況

公共工事の入札において、価格に加え、入札に参加する業者に対し、環境の維持・交
通の確保・特別な安全対策等の技術提案を求め、それらを総合的に評価して落札者を
決定する入札方式

総合評価入札の実施
要領を策定している団
体数

１７団体
過去に総合評価入札
を実施したことがある
団体数

１４団体
平成１６年度に実施さ
れた総合評価入札の
件数

３０件

都道府県・政令市における施工能力審査型の総合評価方式の導入状況

個別工事の技術提案を求めず、過去の工事実績・工事成績・配置予定技術者の経験
や資格などを価格とともに総合的に評価して落札者を決定する入札方法

施工能力審査型の総
合評価入札の実施要
領を策定している団体
数

２団体

過去に施工能力審査
型の総合評価入札を
実施したことがある団
体数

１団体

平成１６年度に実施さ
れた施工能力審査型
の総合評価入札の件
数

３２件

※ １７年５月現在 国土交通省調べ



工事成績不良が集中している中小規模工事及びくじ引き落札案件が多発している設備工事を対象

東京都「施工能力審査型総合評価入札」の概要（平成１７年度より試行）

適用工事の範囲適用工事の範囲

○価格点＝１００×（１－入札価格÷予定価格）

※最低制限価格が2/3～80/100で設定されるため、
価格点の範囲は20～33点となる。

施工能力評価点の算定方法施工能力評価点の算定方法

以下の点数の合計点（１８点満点）
を施工能力評価点とする。

○工事成績評価点（１３点満点）

工事成績評価点＝

（工事成績評定通知書の
総評定点の平均点－３．７５）÷７．５

※平均点：直近５件までの実績の相加平均

○配置予定技術者の資格点（３点満点）

１級技術者 ： ３点
２級技術者 ： ２点
その他の技術者 ： １点

○配置予定技術者の実績点（２点満点）

同種工事の監理技術者 ： ２点
主任技術者 ： １．５点
担当技術者 ： １点

類似工事の監理技術者 ： １．５点
主任技術者 ； １点
担当技術者 ： ０．５点

落札者の決定方法落札者の決定方法

価格点の算定方法価格点の算定方法

価格点と施工能力評価点の合計点

の一番高い者を落札者とする。
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地方公共団体におけるくじ引きによる落札決定の実態地方公共団体におけるくじ引きによる落札決定の実態

○ 全国の地方公共団体のうち、最低制限価格制度を導入している１，８２６団体を
対象に実態調査を実施
○ 最低制限価格を事前公表しているのは２３６団体。この約６０％に相当する１４５
団体においてくじ引き落札が発生
○ Ｈ１４年度とＨ１５年度の同時期（４～７月）で比較すると、くじ引きによる落札件
数はおよそ１．６倍に急増

○ 全国の地方公共団体のうち、最低制限価格制度を導入している１，８２６団体を
対象に実態調査を実施
○ 最低制限価格を事前公表しているのは２３６団体。この約６０％に相当する１４５
団体においてくじ引き落札が発生
○ Ｈ１４年度とＨ１５年度の同時期（４～７月）で比較すると、くじ引きによる落札件
数はおよそ１．６倍に急増

0

500

1000

1500

Ｈ１４．４～７ Ｈ１５．４～７

くじ引きによる
落札件数

１．６倍

９３７件

１，４８８件

１団体当たり平均くじ引き件数
⇒１２．２件
１団体当たり最大くじ引き件数
⇒１６３件
１案件当たり平均参加者数
⇒８．４社

１団体当たり平均くじ引き件数
⇒１２．２件
１団体当たり最大くじ引き件数
⇒１６３件
１案件当たり平均参加者数
⇒８．４社

１団体当たり平均くじ引き件数
⇒１３．７件
１団体当たり最大くじ引き件数
⇒１６５件
１案件当たり平均参加者数
⇒９．２社

１団体当たり平均くじ引き件数
⇒１３．７件
１団体当たり最大くじ引き件数
⇒１６５件
１案件当たり平均参加者数
⇒９．２社

くじ引き発生団体数
（Ｈ１４．４～Ｈ１５．７） １４５団体

くじ引き落札件数
（Ｈ１４．４～Ｈ１５．７） ５，３３７件

１団体当たり
年平均くじ引き落札件数

３２．３件

１団体当たり
最大くじ引き落札件数 ７７３件

１案件当たり
平均くじ引き参加者数 ７．７社
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契約の履行
が可能か

低入札価格調査低入札価格調査

排

除

排

除

低入札価格調査制度低入札価格調査制度 最低制限価格制度最低制限価格制度

高い

低い低い

Ｎｏ

Ｙｅｓ

（国土交通省における調査基準価格）
契約ごとに、2／3 ～ 8．5／10 の範囲内で、直接工事費＋
共通仮設費＋現場管理費×1/5 の算定式により設定

競争入札を行った場合、予定価格の範囲内で最低の価格で入札をした者と契約することが、会計法及び地方自治
法の原則となっているが（最低価格自動落札）、例外として、低入札価格調査制度及び最低制限価格（地方公共団体
のみ）により、契約の適切な履行がなされない懸念がある場合には、これを契約から排除することとされている。

低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の概要

○会計法§29の6 (契約の相手方)
・予定価格の制限の範囲内の最低価格者と契約

○地方自治法§234 (契約の締結)
・予定価格の制限の範囲内の最低価格者と契約

・ただし、契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると ・ただし、契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると
認められる場合の次順位者との契約 認められる場合の次順位者との契約
○予決令§85
・契約の履行されないおそれがあると認められる場合の基準を作成

○地方自治法施行令§167の10第２項
・予め最低制限価格を定め、最低制限価格以上の価格者と契約可能
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都道府県等における低価格入札の推移

・都道府県では、全体の約１割は落札率85%未満の工事
・国土交通省直轄工事においては、落札率85%未満の工事が年々
増加し、 H16上半期には85件（全体の約７％）

・都道府県では、全体の約１割は落札率85%未満の工事
・国土交通省直轄工事においては、落札率85%未満の工事が年々
増加し、 H16上半期には85件（全体の約７％）

全都道府県における
落札率85%未満の工事の状況

国土交通省直轄工事における
落札率85%未満の工事の状況

※落札率８５％未満の工事のシェア
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３※落札率８５％未満の工事のシェア
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率

（工事コスト調査対象工事(一般土木)の分布状況）

落札率と粗利益率(原価割れはマイナス)の関係落札率が低くなると、工事原価にしわ寄せして赤字幅を圧縮するケースが増加。
工事原価へのしわ寄せで、下請けも原価割れする場合や工事成績が70点以下の場合が増加。

上方へ行くほど粗利
益の赤字を工事原価
にしわ寄せ

：工事原価は変えないで粗利益のみ圧縮して落札した場合
：実績の回帰線 粗利益率＝（請負金額―工事原価）／予定価格

標準工事（一般土木） (295件)

工事コスト調査対象工事（一般土木）(113件)

下請原価割れ (18件)

且つ工事成績が70点以下 (31件)

材料費を低減 (17件)

且つ工事成績が70点以下 (17件)

その他 (12件)

且つ工事成績が70点以下 (18件)

【下請原価割れ】
49件/113件=43%

【工事成績70点以下】
66件/113件=58%

落札率と粗利益率(原価割れはマイナス)の関係



都道府県・政令市における失格価格等の例

一部の自治体では、低入札価格調査において、失格判断基準価格等の数値的判断
基準を導入し、入札価格の総価又は積算内訳項目に対して基準を設定しているが、
その基準に該当した場合は、他の調査を実施することなく失格としている。

○ 入札価格が設計価格の７８．９％
未満での入札者を除いた下位５社
の入札価格の平均の９５％の金額
以下

○ 設計内訳の「直接工事費」「共通
仮設費」「現場管理費」の金額にそ
れぞれの項目ごとに定められた比
率を掛けたものを合計した金額以
下

総価に対する基準（例）

○ 積算内訳の「直接工事費」「共通
仮設費」「現場管理費」「一般管理
費」の金額が設計内訳のそれぞれ
の項目の金額の定められた比率以
下

○ 積算内訳の「純工事費」「現場管
理費」がそれぞれ一定の算定式で
求められた金額以下又は「純工事
費」が下位５社の「純工事費」の平
均の９０%以下

積算内訳に対する基準（例）



施工体制の明確化 技術者の適正配置 丸投げの禁止

大規模工事における
兼任の禁止（専任制）

監理技術者資格者
証による本人確認

公共工事における丸
投げの全面禁止

発注者の承諾があ
る場合を除く丸投げ
の禁止

施工体制台帳の作成、
工事現場への備え置き

施工体制台帳の写し
の発注者への提出

発注者支援データベー
スによる専任制の確認

発注者による工事
現場の点検

許可行政庁による
立入検査（施工体
制等調査指導班）

関係機関との連携
による不正行為の
ホームページによる
公表（コラボレーショ
ンシステム）

談合等不正と疑わ
しい事実の公正取
引委員会、許可行
政庁への通知

不正行為への対処

厳正な監督処分

監督処分情報の
公告・閲覧

建設業法

入札契約
適正化法

施工体系図の工事
現場への掲示

ダンピング受注の排除

低入札価格調査制度や最低制限価格制
度の活用についての発注者への要請

元下関係の適正化

下請代金の支払状況等に
関する調査、立入検査

下請契約や代金支払に関
する業界団体への指導

暴力団の排除

役員が暴力団構成員である申
請者の建設業許可からの排除

不正行為の警察当局への通知

警察当局から排除要請のあっ
た者の指名対象からの排除

発注者による技術者
の設置状況の点検

丸投げの処分強化
（原則営業停止）

不良･不適格業者の排除の徹底

恒常的な雇用関係の
明確化（３ヶ月以上の
雇用関係が必要）

低入札価格調査対象工事における対策

・前払金の縮減（４割→ ２割）
・履行保証割合の引上げ（１割→ ３割）

・過去の工事で品質に問題があった企業
に対する受注者側技術者の増員



建設業者の不正行為等に関する情報交換コラボレーションシステム

国土交通省では、建設業における不正行為等の防止を図るため、関係機関と協力して情報を共有するシステムを国
土交通省ホームページにおいて運用中。

※ コラボレーションシステムのアドレスは http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/const/kengyo/collaboration/index.html
※ 実際の画面上では黒ぬり部分も表示

許可行政庁による監督処分情報

平成14年６月から掲載してきた国土交通大臣許可建
設業者の監督処分情報に加え、都道府県知事許可建
設業者の情報をあわせて掲載。（平成15年10月～）

独占禁止法に基づいて建設業者に対して採られた措
置等に関する情報を掲載。（平成16年３月～）

公正取引委員会による措置等

検索結果一覧

処分情報詳細

検索結果一覧

措置情報詳細

年月、措置内容、文書名
称の各条件を組み合わせ
て検索することが可能

年月、業者名、処分内容、
監督処分庁、処分理由の
各条件を組み合わせて検
索することが可能



施工体制等調査指導班

不良・不適格業者の排除を推進するため、地方整備局等の建設業担当部局による立入調査や報告徴取を行い、
不正行為等に対して監督処分等の厳正な対応を実施しているところ。

立入検査対象

発注者から通知を受けた一括下請負の疑いがある事案の他、経審の虚偽記載の疑いがある事案、適切な
施工が行えない恐れがあるものや技術者の専任違反のある事案等について、必要に応じ立入検査を行う。

立入検査方法

抜打ちによる工事現場や営業所への立入検査を行う他、既に工事が終わっている事案や経審の虚偽記載
の疑いがある事案については、報告徴取を行う。

専門家との協力

暴力団等の関係について都道府県警察、経審虚偽記載の関係について公認会計士と必要に応じ連携を
図りつつ、より効果的な調査を実施することとしている。

○前年度からの継続案件を含め119件を調査 （107件）

○疑義が確定した80件について監督処分等の措置 （54件）
・許可取消処分 1件 （ 0件）
・営業停止処分 27件 （10件）
・指示処分 43件 （26件）
・勧告等 9件 （14件）
・その他 0件 （ 4件）

○確定した疑義内容は92件 （65件）
・一括下請負 10件 （ 4件）
・技術者制度違反 34件 （28件）
・経営事項審査虚偽記載 15件 （ 8件）
・施工体制台帳等虚偽記載 7件 （ 3件）
・無許可業者との下請契約違反 10件 （ 4件）
・下請契約締結制限違反 5件 （ 2件）
・施工不良 2件 （ 7件）
・その他 9件 （9件）

平成16年度実施結果

（ ）は平成15年度実績



公共工事の成績評定

監督・検査とは異なり、会計法及び地方自治法により各発注者に義務付けられてい
るものではないが、適切な履行の確保に加え、受注者選定の適正化にも資するも
のであること等から、入札契約適正化法に基づく適正化指針（ガイドライン）におい
て、実施が求められている。

【適正化指針（抜粋）】

各省各庁の長等は、契約の適正な履行の確保、給付の完了の確認に加えて、受注者の適正な選定の確保を図
るため、その発注に係る公共工事について、工事の施工状況の評価（工事成績評定）を行うよう努めるものとする。
工事成績評定に当たっては、公共工事の品質を確保する観点から、施工段階での手抜きや粗雑工事に対して厳
正に対応するとともに、受注者がその技術力をいかして施工を効率的に行った場合等については積極的な評価を
行うものとする。

適正化指針等を踏まえ、国土交通省においては、優れた技術力、創意工夫への評価についてより
加点を行うこととする一方、不良行為等に対する減点を大きくするよう評定実施要領を改正済み。

【地方公共団体における工事成績要領の策定状況】
策定済み 未策定

47 0
100.0% 0.0%

13 0
100.0% 0.0%
1593 1549
50.7% 49.3%
1653 1549
51.6% 48.4%

都道府県

指定都市

市区町村

小計
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

都道府県 指定都市 市区町村
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績
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す
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工事成績評定の実例（国土交通省の土木工事の場合）

国土交通省では、検査終了後、総括監督員・主任監督員・技術検査官の３名が工事成
績採点表（下記）を使用し、工事成績評定を実施。

○ 評価項目ごとにａ～ｅで評価を行う。 

○ 「高度技術」「創意工夫」「社会性等」等では、

一定範囲内で加点評価。  

○ 「法令遵守等」では、法令違反や公衆災害・労

働災害の発生により、減点評価。  



工
事
成
績

デ
ー
タ
ベ
ー
ス

工
事
成
績

デ
ー
タ
ベ
ー
ス

直 轄 地方公共団体等

各整備局所有の工事成
績に関する情報

各整備局所有の工事成
績に関する情報

不良企業の排除、
企業努力の評価

不良企業の排除、
企業努力の評価

各地方公共団体所有
の工事成績に関する
情報の共有

各地方公共団体所有
の工事成績に関する
情報の共有

集約

利用

提供

集約

【平成１７年度】

要領の標準化等要領の標準化等

従前は整備局内のみ
で完結した情報

不良企業の排除、
優良企業の優遇

不良企業の排除、
優良企業の優遇

・直轄工事成績データを地方公共団体に提供することにより、工事成績評定を行ってい
ない地方公共団体をはじめとして、企業評価において工事成績の活用を促進
・併せて、地方公共団体と連携して工事成績評定データの交換・充実に着手し、直轄に
おける地方公共団体の工事成績の活用を推進

・直轄工事成績データを地方公共団体に提供することにより、工事成績評定を行ってい
ない地方公共団体をはじめとして、企業評価において工事成績の活用を促進
・併せて、地方公共団体と連携して工事成績評定データの交換・充実に着手し、直轄に
おける地方公共団体の工事成績の活用を推進

【平成１６年度】

地方公共団体等での工事成績の活用を促進させるため、直轄工事成績地方公共団体等での工事成績の活用を促進させるため、直轄工事成績
データの提供を行うとともに、地方公共団体と連携してデータの拡充を推進データの提供を行うとともに、地方公共団体と連携してデータの拡充を推進
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入札契約適正化法に基づく適正化指針（抜粋）

苦情処理

○苦情に対する説明等

・ 個別の公共工事に係る一般競争入札の競争参加資格の確認の結果、当該競争参加資格を認められ
なかった者が、（中略）、競争参加資格があるとの申出をした場合においては、当該申出の内容を検討
し、回答することとする。
・ 指名競争入札において、指名されなかった者が、（中略）理由の説明を求めた場合は、その理由を適
切に説明するとともに、その者が指名されることが適切であるとの申出をした場合においては、当該申
出の内容を検討し、回答することとする。
・ 総合評価方式において、落札者とならなかった者が、（中略）理由の説明を求めた場合は、その理由
を適切に説明するとともにその者が落札者となることが適切であるとの申出をした場合においては、当
該申出の内容を検討し、回答することとする。
・ 工事成績評定に対して苦情の申出があったときは、（中略）適切な説明をする

・ これらの説明等に不服のある場合にさらに苦情を処理できることとすることも検討すべきであり、（中
略）この場合においては、入札及び契約について審査等を行う入札監視委員会等の第三者機関を活
用することが適切である。

○再苦情処理における第三者機関の活用

・ 入札及び契約の過程並びに契約の内容の透明性を確保するためには、第三者の監視を受けること
が有効であることから、各省各庁の長等は、（中略）入札監視委員会等の第三者機関の活用その他の
学識経験者等の第三者の意見を適切に反映する方策を講ずるものとする。

第三者によるチェック



国土交通省直轄工事における苦情処理の仕組み

入札契約適正化法に基づき策定された適正化指針において、入札及び契約の過
程や工事成績評定に関する苦情を適切に処理する仕組みを整備することとされた
こと等を踏まえ、地方整備局等が実施する苦情の処理のための制度を構築

申立ての対象

（１）入札及び契約の過程に関する苦情
○ 非指名理由
○ 総合評価方式による非落札理由
○ 随意契約方式における契約の相手
方としての非選定理由 等

※ ただし、国の行為を秘密にする必
要があるもの及び予定価格（消費税
及び地方消費税相当額を含む。）が
２５０万円を超えないものを除く。

※ 政府調達に関する協定対象工事に
ついては、政府調達苦情検討委員
会による苦情処理が行われる。

（２）工事成績に関する苦情
○ 成績評定の結果

再苦情への対応

再苦情の申立て

入札監視委
員会

工事成績評定
審査委員会

第三者機関の審議

入札契約過程 工事成績

再苦情への回答
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０
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発注者支援データベースの概要

公共工事発注機関が必要とする建設業者に関する客観的な情報を、一体的に提供す
ることが可能なデータベースシステムで、平成８年より運用開始。
各発注者は、本データベースシステムを活用することにより、入札参加資格確認作業
等の省力化、厳正化、技術者専任制度のチェック等が可能となる。

【データベースにより提供される情報項目】

工事実績情報サービス 企業情報サービス 専任制確認サービス

○工事実績情報

・工事契約内容の情報

・施工内容に関する情報

○監理技術者資格証情報

○建設業許可情報

○経営事項審査情報

○前払金保証契約情報

○監理技術者重複工事
確認結果

○監理技術者資格証情報
確認結果

○監理技術者所属業者
確認結果

○主任技術者重複工事
確認結果



工事実績工事実績に関するデータベースに関するデータベース
・平成６年度から蓄積開始・平成６年度から蓄積開始
・約１１万社・約１４０万件の工事情報を蓄積（平成１６．１２末現在）・約１１万社・約１４０万件の工事情報を蓄積（平成１６．１２末現在）

公共発注機関公共発注機関

工事発注工事発注

●工事カルテの作成

建設会社建設会社

●建設会社・技術者の工事実績確認

●監理技術者の専任の確認

工
事
カ
ル
テ

工
事
カ
ル
テ
をを
登
録
登
録

発
注
者
の
確
認
を
受
け
た

発
注
者
の
確
認
を
受
け
た

情
報
情
報
工
事
実
績

工
事
実
績
に
関
す
る

に
関
す
る

工事実績に関する

データベース



公共工事における発注者支援事例

設計者

施
工
者

発　注　者

施
工
者

ＣＭＲ

施
工
者

施
工
者

施
工
者

○積算、監督等の一部
業務支援

○プロセス全体を通じた
支援（ＣＭ方式）

○助言等の包括的業務
支援（アドバイザー業務）

例）胆沢ダム建設工事

マネジメント業務実施者
（CMR）の業務内容は、設計
照査、試験計画、材料等技
術評価、工程フォローアップ、
安全管理、品質管理、施工
調整、コスト縮減案の作成等
広範に亘る。

例）技術顧問制度

建設コンサルタントは、市
と技術顧問契約を締結し、
建設工事の事業化から設
計、発注、施工、検査まで
の工程における専門技術
に関する指導、助言、支援
等を実施。

地
方
自
治
体

建
設
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト

（埼玉県飯能市）
例）監督業務についての外部
機関による技術支援状況（国
土交通省所管分）

（出典）

「国土交通省所管の直轄事業及び補助
事業に係る監督・検査実態」（会計検査
院 平成１４年度）

業務の委託先は、都道府
県により管内に設立された公
益法人等と民間の建設コン
サルタントに大別される。



建設技術センター等の概要

建設技術センター等は、地方公共団体における建設行政を支援・補完し、良質な社

会資本の整備に貢献することを目的として、道府県により昭和４２年から順次公益法人
として設立されている。（なお、全国組織である全国建設技術センター等協議会に加盟
する団体は、平成１６年８月現在、全国で４１団体になる。）

沿革沿革

各団体ごとに業務内容は少しずつ異なるが、主なものは以下のとおり。このうち、発
注者支援として、地方公共団体からの受託事業を実施している。
○公共建設事業の企画・調査、設計・積算、施工管理
○災害時の職員派遣による支援
○道路・公園等の施設の点検・維持管理
○技術者養成のための各種研修・講習会の実施
○建設材料試験の実施
○技術相談窓口の設置
○各種研究の実施

業務内容業務内容



公共工事の監督・検査公共工事の監督・検査

契約締結後、当該契約の完全な履行を図るため、会計法及び地方自治法により、
監督・検査を行うことが義務付けられている。
なお、必要に応じ外部委託して実施することも認められている。

【会計法第２９条の１１】 （地方自治法においても同趣旨の規定が置かれている）

１ 契約担当官等は、工事又は製造その他についての請負契約を締結した場合において、･･･自ら又は補助者
に命じて、契約の適正な履行を確保するため必要な監督をしなければならない。
２ 契約担当官等は、･･･自ら又は補助者に命じて、その受ける給付の完了の確認･･･をするため必要な検査

をしなければならない。
５ 契約担当官等は、特に必要があるときは、･･･国の職員以外の者に第１項の監督及び第２項の検査を委託

して行なわせることができる。

【地方公共団体における基準の策定状況】

（検査基準）（監督基準）

策定済み 未策定

45 2
95.7% 4.3%
12 1

92.3% 7.7%
1627 1515
51.8% 48.2%
1684 1518
52.6% 47.4%

都道府県

指定都市

市区町村

計

策定済み 未策定

46 1
97.9% 2.1%
13 0

100.0% 0.0%
1738 1404
55.3% 44.7%
1797 1405
56.1% 43.9%

都道府県

指定都市

市区町村

計



公共工事における監督・検査の実施の状況

平成14年度会計検査院 会計検査結果
「公共工事の品質を確保するための監督・検査体制等の整備状況について」（特定検査項目）より

監督要領等の整備状況（整備率） 検査要領等の整備状況（整備率）

100% 100%
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